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１．日本水道協会第94回総会日程
１．日　　時　　令和元年６月27日（木）　午後１時30分～午後２時30分

２．場　　所　　砂防会館　別館　「シェーンバッハ・サボー」
　　　　　　　　〒102-0093 東京都千代田区平河町２丁目７－４

３．議　　題　　第１号議案　 公益社団法人日本水道協会役員の改選について
　　　　　　　　第２号議案　 公益社団法人日本水道協会運営会議委員の改選

について
　　　　　　　　第３号議案　 平成30年度公益社団法人日本水道協会会計決算

の承認について

４．報告事項　　⑴　 令和元年度公益社団法人日本水道協会会計予算について
　　　　　　　　⑵　令和２年度水道関係予算の陳情について

５．特別講演　　時　間　午後３時00分～午後４時00分
　　　　　　　　テーマ　改正水道法の施行について
　　　　　　　　講　師　厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長　是澤　裕二氏

６．陳情活動　　時　間　午後４時00分～午後５時30分
　　　　　　　　場　所　国会議員会館など
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２．日本水道協会第94回総会出席者名簿

 （敬称略・順不同）

来　　　　　賓
厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長 是　澤　裕　二
総務省自治財政局公営企業経営室長 本　島　栄　二
一般社団法人日本工業用水協会企画参事 石　田　一　臣
全国簡易水道協議会事務局長 若　松　五　常
公益財団法人水道技術研究センター理事長 大　垣　眞一郎
　　　　〃　　　　　〃　　　　　事務局長 北　　　富　雄
公益財団法人給水工事技術振興財団理事長 眞　柄　泰　基
　　　　〃　　　　　〃　　　　　専務理事 石　飛　博　之
一般社団法人日本水道工業団体連合会専務理事 宮　﨑　正　信
全日本水道労働組合中央執行委員長 二階堂　健　男
全日本自治団体労働組合公営企業局長 石　川　雄　一
日本水道新聞社代表取締役社長 篠　本　　　勝
水道産業新聞社代表取締役社長 西　原　一　裕

〈日本水道協会関係〉
日本水道協会名誉会員 田　中　文　次
　　 〃  　　名誉会員 堀　内　厚　生
　　 〃  　　名誉会員 神　林　智　博
　　 〃  　　顧問 川　北　和　德
　　 〃  　　顧問 尾　﨑　　　勝
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役　　　　　員

 （敬称略）

理事

日本水道協会理事長 吉　田　　　永

東京都公営企業管理者 中　嶋　正　宏

札幌市水道事業管理者 三　井　一　敏

仙台市水道事業管理者 板　橋　秀　樹

横浜市水道事業管理者 山　隈　隆　弘

株式会社クボタ特任顧問 久　保　俊　裕

監事

特別会員 鈴　木　孝　三

特別会員 大　谷　幸二郎
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正　　会　　員

都道府県 会　員　名 所属・職名 氏名
北海道 札 幌 市 水道事業管理者 三　井　一　敏
北海道 岩 見 沢 市 東京事務所長 吉　成　　　章
北海道 石狩東部広域

水道企業団
事務局長 木　村　尚　司

北海道 桂沢水道企業団 企業局長 土　屋　　　良
北海道 中空知広域

水道企業団
企業局長 加　藤　孝　昭

宮城県 仙 台 市 水道事業管理者 板　橋　秀　樹
宮城県 宮 城 県 東京事務所技術主査 津　田　亜衣子
宮城県 蔵 王 町 上下水道課長 伊　藤　雅　浩
宮城県 利 府 町 上下水道課長 鈴　木　啓　義
福島県 郡 山 市 上下水道局長 畠　中　秀　樹
福島県 郡 山 市 上下水道局総務課主任 佐　藤　嘉　貴
福島県 福 島 市 水道事業管理者 八　島　洋　一
福島県 白 河 市 水道部長 伊　藤　公　一
福島県 白 河 市 水道部水道課経営係長 高　久　忠　雄
福島県 福島地方水道用水

供給企業団
事務局長 今　泉　　　繁

福島県 棚 倉 町 町長 湯　座　一　平
青森県 八 戸 圏 域

水道企業団
事務局長 鶴　飼　忠　晴

青森県 八 戸 圏 域
水道企業団

総務課主幹 宮　野　良　平

山形県 山 形 市 上下水道部次長（兼）総務課長 鴨　田　尚　史
山形県 山 形 県 企業局水道事業課主査 石　黒　　　亨
山形県 酒 田 市 上下水道事業管理者 須　田　　  聡
山形県 酒 田 市 上下水道部管理課広域連携推進主幹 丸　藤　幸　夫
山形県 東 根 市 水道部水道課 水　戸　健　一
秋田県 秋 田 市 上下水道局理事 金　森　久　幸
秋田県 秋 田 市 日本水道協会秋田県支部 佐々木　夕　奈
秋田県 由利本荘市 ガス水道局企業管理者 藤　原　秀　一
岩手県 盛 岡 市 上下水道局総務課長 鈴　木　丈　司
岩手県 盛 岡 市 上下水道局総務課主査 佐　越　賢　一
岩手県 岩 手 中 部

水道企業団
局長 佐　藤　三千代



─　　─5

東京都 東 京 都 公営企業管理者水道局長 中　嶋　正　宏
東京都 東 京 都 総務部総務課統括課長代理 猪　股　　　幹
東京都 東 京 都 総務部総務課主事 八　嶋　伸　海
東京都 武 蔵 野 市 水道部長 郡　　　　　護
東京都 武 蔵 野 市 水道部参事 大　塚　省　人
東京都 武 蔵 野 市 工務課長 高　橋　　　茂
神奈川県 横 浜 市 総務課庶務係長 竹　内　明　子
神奈川県 川 崎 市 サービス推進部長 竹　本　光　雄
神奈川県 川 崎 市 上下水道局総務部庶務課 梅　澤　優　輔
神奈川県 神 奈 川 県 企業庁企業局水道部経営課経営企画グループ主査 髙　橋　　　徹
神奈川県 小 田 原 市 水道局長 湯　川　　　寛
神奈川県 座 間 市 上下水道局長 青　木　　　浩
神奈川県 横 須 賀 市 上下水道局経営部長 三　守　　　進
神奈川県 横 須 賀 市 上下水道局経営部次長総務課長 中　田　良　一
神奈川県 神奈川県内広

域水道企業団
企業長職務代理者副企業長 土　井　一　成

神奈川県 神奈川県内広
域水道企業団

渉外記念事業担当課長 池　田　和　弘

神奈川県 神奈川県内広
域水道企業団

総務広報係主事 齋　藤　孝　彰

神奈川県 箱 根 町 環境整備部上下水道温泉課長 座　間　　　毅
千葉県 千 葉 県 企業局管理部長 倉　持　俊　哉
千葉県 千 葉 県 企業局管理部総務企画課主査 阿　部　　　大
千葉県 香 取 市 建設水道部長 木　内　勝　司
千葉県 香 取 市 水道課管理計画班長 菅　井　　　章
千葉県 市 原 市 水道事業管理者 石　井　賢　二
千葉県 市 原 市 上下水道部水道総務課主任 多田羅　　　愛
千葉県 柏 市 水道事業管理者 𠮷　川　正　昭
千葉県 柏 市 給水課長 添　田　喜久子
千葉県 柏 市 配水課副参事 湯　浅　清　民
千葉県 習 志 野 市 営業企画室長 江　口　禎　治
千葉県 習 志 野 市 営業企画室主事 佐　藤　　　駿
千葉県 八 千 代 市 上下水道局上水道課長 佐　藤　淳　也
千葉県 八 千 代 市 上下水道局上水道課副主幹 石　塚　貴　彦
千葉県 四 街 道 市 上下水道部経営業務課長 外　谷　茂　行
千葉県 四 街 道 市 上下水道部水道課係長 黒　岩　正　和
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千葉県 印旛郡市広域市
町村圏事務組合

水道企業部長 矢　野　孝　宏

千葉県 かずさ水道広
域連合企業団

事務局長 小　島　　　肇

千葉県 北千葉広域
水道企業団

総務部長 伊　能　徹　雄

千葉県 北千葉広域
水道企業団

総務部総務調整室主査 石　井　　　信

千葉県 九十九里地域
水道企業団

総務課主幹 鶴　岡　まち子

千葉県 山武郡市広域
水道企業団

事務局長 田　辺　正　則

千葉県 長生郡市広域
市町村圏組合

水道部長 河　野　宏　昭

千葉県 東 総 広 域
水道企業団

事務局長 大　網　弘　之

千葉県 南房総広域
水道企業団

事務局長 菅　野　健　司

埼玉県 さいたま市 水道局業務部副理事 小　山　延　男
埼玉県 さいたま市 水道総務課主事 市　川　正　樹
埼玉県 川 口 市 上下水道局管理部次長兼上下水道総務課長 清　野　眞　一
埼玉県 鴻 巣 市 都市建設部水道課参事兼課長 矢　部　正　樹
埼玉県 志 木 市 上下水道部長 渋　谷　　　聡
埼玉県 草 加 市 上下水道部副部長 山　岡　和　彦
埼玉県 所 沢 市 上下水道局次長 肥　沼　宏　至
埼玉県 日 高 市 上・下水道部水道課長 加　藤　正　史
埼玉県 桶 川 北 本

水道企業団
事務局長 小　高　清　隆

埼玉県 桶 川 北 本
水道企業団

事務局参事次長浄水課長 小　島　　　稔

埼玉県 越 谷・ 松 伏
水道企業団

お客さま課副課長 長谷部　竜　一

埼玉県 越 谷・ 松 伏
水道企業団

施設課副課長 清　水　丈　実

埼玉県 坂戸、鶴ケ島
水道企業団

事務局次長 髙　篠　　　保

埼玉県 秩 父 広 域
市町村圏組合

水道局長 加　藤　　　猛

群馬県 前 橋 市 経営企画課長 鵜　野　明　広
群馬県 群 馬 県 企業局水道課補佐（管理係長） 三　宅　　　渡
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群馬県 伊 勢 崎 市 水道局長 西　川　良　一
群馬県 桐 生 市 水道局総務課次長 藤　生　明　子
群馬県 高 崎 市 水道局経営企画課長 清　水　琢　磨
群馬県 群 馬 東 部

水道企業団
工務管理課課長補佐 山　本　雅　己

栃木県 宇 都 宮 市 企業総務課長 山　口　哲　昭
栃木県 栃 木 県 水道課課長補佐（総括） 島　村　保　浩
栃木県 足 利 市 上下水道部長 金　子　裕　之
茨城県 日 立 市 企業局上下水道部料金課長 小　室　祐　一
茨城県 日 立 市 企業局上下水道部総務課係長 下　田　恭　子
茨城県 水 戸 市 上下水道局水道部水道総務課課長補佐 吉　田　淑　人
茨城県 茨 城 県 企業局業務課係長 安　部　隆　雄
茨城県 茨 城 県 企業局業務課長 羽　生　　　進
茨城県 茨 城 県 南

水道企業団
総務課長 野　友　省　男

茨城県 茨 城 県 南
水道企業団

経営企画課長補佐 山　下　　　聡

山梨県 富士吉田市 都市基盤部上下水道管理課 瀧　口　　　昇
山梨県 北 杜 市 上下水道総務課長 輿　水　伸　二
山梨県 南アルプス市 工務課長 米　山　　　崇
山梨県 南アルプス市 総務課主幹 小　池　保　盛
愛知県 名 古 屋 市 上下水道局総務部主幹 柴　田　葉　二
愛知県 豊 橋 市 水道事業及び下水道事業管理者 金　子　隆　美
愛知県 愛 知 県 企業庁技術監 小瀬村　昌　治
愛知県 愛 知 県 企業庁水道部水道計画課主査 岩　城　健二朗
愛知県 一 宮 市 上下水道部次長 篠　田　和　男
愛知県 岡 崎 市 水道事業及び下水道事業管理者 伊　藤　　　茂
愛知県 豊 田 市 事業管理者 今　井　弘　明
愛知県 愛 知 中 部

水道企業団
総務課長 山　田　紀　夫

愛知県 海 部 南 部
水道企業団

配水課長 下　里　正　己

愛知県 北 名 古 屋
水道企業団

事務局次長 鈴　木　達　也

三重県 津 市 上下水道事業管理者 田　村　　　学
三重県 三 重 県 企業庁次長 森　　　高　広
三重県 伊 勢 市 上下水道部上下水道総務課庶務係長 下　村　真　司
三重県 鈴 鹿 市 上下水道事業管理者 谷　口　　　誠
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三重県 松 阪 市 上下水道部次長 廣　田　　　昇
三重県 四 日 市 市 上下水道事業管理者 山　本　勝　久
静岡県 静 岡 市 上下水道局次長兼水道部長 丸　岡　浩　三
静岡県 静 岡 市 上下水道局水道部水道総務課 田　村　太　朗
静岡県 静 岡 県 企業局経営課企画財務班主幹兼副班長 岩　本　多加臣
静岡県 富 士 市 上下水道部上下水道経営課長 松　山　正　典
岐阜県 岐 阜 市 上下水道事業部長 牧ヶ野　敏　明
福井県 福 井 市 企業局経営管理課長 朝　倉　　　浩
長野県 長 野 市 上下水道局水道整備課長水道技術管理者 三　浦　広　行
長野県 佐久水道企業団 業務課長 柳　澤　真　路
長野県 南 箕 輪 村 建設水道課長 藤　澤　　　隆
長野県 南 箕 輪 村 建設水道課・上水道係長 藤　澤　　　勇
新潟県 新 潟 市 水道事業管理者 佐　藤　隆　司
新潟県 長 岡 市 水道局長 韮　沢　由　明
新潟県 柏 崎 市 上下水道局長 山　口　伸　夫
新潟県 上 越 市 ガス水道事業管理者 市　川　公　男
新潟県 聖 籠 町 町長 西　脇　道　夫
大阪府 豊 中 市 上下水道事業管理者 吉　田　久　芳
大阪府 豊 中 市 経営部総務課副主幹 小　川　正　江
大阪府 大阪狭山市 上下水道部長 能　勢　　　温
大阪府 門 真 市 上下水道事業管理者職務代理者 大　矢　宏　幸
京都府 京 都 市 上下水道局次長 鈴　木　隆　志
京都府 京 都 府 水道事務所長 山　本　　　克
兵庫県 尼 崎 市 公営企業局水道部長 久　下　　　均
兵庫県 阪神水道企業団 企業長 谷　本　光　司
兵庫県 阪神水道企業団 総務部総務課総務係長 中　野　寿　朗
兵庫県 兵 庫 県 企業庁水道課長 安　見　文　宏
兵庫県 明 石 市 公営企業管理者 西　本　　　昇
兵庫県 三 田 市 上下水道部上水道課長 青　野　泰　二
滋賀県 大 津 市 公営企業管理者 山　極　正　勝
和歌山県 和 歌 山 市 水道企画課企画員 川　上　敦　準
広島県 広 島 市 広島市水道局・局次長 平　尾　貢　一
広島県 呉 市 建設部副部長 臼　本　正　文
広島県 福 山 市 上下水道局経営管理部技術管理課長 田　辺　尚　史
広島県 北 広 島 町 町長 箕　野　博　司
岡山県 岡 山 市 水道局総務部企画総務課主任 横　井　大　樹



─　　─9

岡山県 倉 敷 市 水道事業管理者 古　谷　太　一
岡山県 倉 敷 市 水道局参事 松　本　卓　士
岡山県 倉 敷 市 水道総務課主幹兼係長 三　好　達　也
岡山県 総 社 市 環境水道部長 川　原　玲　子
岡山県 高 梁 市 市長 近　藤　隆　則
岡山県 高 梁 市 総務部理財課課長代理 川　上　秀　吉
岡山県 玉 野 市 水道課建設部長 小　橋　康　彦
岡山県 津 山 市 水道局経営企画室長 小　林　和　弘
山口県 下 関 市 上下水道事業管理者 松　崎　淳　志
山口県 山 口 市 上下水道局長 山　田　喜一郎
鳥取県 米 子 市 計画課副局長兼計画課長 松　田　明　久
鳥取県 鳥 取 市 水道事業管理者 武　田　行　雄
島根県 松 江 市 上下水道事業管理者 川　原　良　一
島根県 松 江 市 上下水道局工務部次長 中　倉　　　隆
島根県 松 江 市 上下水道局業務部調整官 中　西　　　誠
香川県 香川県広域

水道企業団
副企業長 高　木　孝　征

徳島県 徳 島 市 水道局次長 辻　　　裕　之
徳島県 松 茂 町 町長 吉　田　直　人
福岡県 福 岡 市 水道局計画部長 久　我　洋一郎
福岡県 福 岡 市 水道局総務課係員 渡　邉　麻　耶
福岡県 久 留 米 市 企業管理者 徳　永　龍　一
福岡県 大 牟 田 市 企業局経営企画課白川ポンプ場建設推進室 江　崎　裕　樹
福岡県 福 岡 地 区

水道企業団
総務部長 池　見　雅　彦

福岡県 福 岡 地 区
水道企業団

総務部主査 御　幡　弘　信

福岡県 篠 栗 町 町長 三　浦　　　正
福岡県 志 免 町 町長 世　利　良　末
福岡県 須 恵 町 須恵町長 平　松　秀　一
福岡県 久 山 町 町長 久　芳　菊　司
大分県 大 分 市 上下水道事業管理者 三重野　小二郎
大分県 別 府 市 水道企業管理者 中　野　義　幸
長崎県 長 崎 市 東京事務所副所長 梅　澤　泰　紀
長崎県 佐 世 保 市 東京事務所長 伏　原　朋　宏
長崎県 川 棚 町 町長 山　口　文　夫
佐賀県 佐 賀 市 上下水道局副局長兼水循環部長 若　林　直　樹
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佐賀県 佐 賀 市 上下水道局下水プロジェクト推進部長 見　正　大　和
佐賀県 佐 賀 東 部

水道企業団
企業長 松　尾　安　朋

佐賀県 佐 賀 東 部
水道企業団

工務二課主幹 江　頭　伸　浩

熊本県 熊 本 市 上下水道局総務部総務課総務班主幹兼主査 村　上　貴　彦
熊本県 湯 前 町 建設水道課長 皆　越　克　己
宮崎県 宮 崎 市 企画政策部企画政策課東京事務所主任主事 新　坂　章　敬
沖縄県 那 覇 市 上下水道局上下水道部副部長 知　念　　　弘
沖縄県 那 覇 市 上下水道局上下水道部水道工務課長 宮　平　　　亭
沖縄県 大 宜 味 村 村長 宮　城　功　光
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特　　別　　会　　員

県 名 会 員 名
宮 城 県 安　藤　健　一
青 森 県 大　久　保　勉
東 京 都 飯　嶋　宣　雄
東 京 都 金　城　鳳　鶴
東 京 都 木　村　康　則
東 京 都 楠　　　隆　文
東 京 都 小　山　　　隆
東 京 都 高　柳　昌　央
東 京 都 西　塚　正　美
東 京 都 林　　　秀　樹
東 京 都 松　井　庸　司
東 京 都 渡　邊　康　之
神奈川県 有　村　源　介
神奈川県 加　藤　　　茂
神奈川県 國　富　　　進
神奈川県 久保田　照　文
神奈川県 酒　井　　　晃
神奈川県 鈴　木　信　一
神奈川県 田　中　道　夫
千 葉 県 千葉県総合企画部水政課

（主査　永井　真樹）
千 葉 県 野　津　博　道
埼 玉 県 門　脇　敏　明
埼 玉 県 埼玉県保健医療部生活衛生課

（岸本　貴志）
埼 玉 県 下　村　政　裕
埼 玉 県 富　岡　　　透
栃 木 県 赤　羽　由　男
栃 木 県 栃木県保健福祉部生活衛生課

（古橋　明）
栃 木 県 栃木県保健福祉部生活衛生課

（大木　伸明）
茨 城 県 茨城県保健福祉部生活衛生課水道整備グループ

（主任　北村　麻衣子）
大 阪 府 山　﨑　弘太郎
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広 島 県 江　郷　道　生
沖 縄 県 福　山　一　郎
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賛　　助　　会　　員

都道府県 会員名 所 属・職 名 氏名
北海道 ㈱データベース 東京支店係長 氏　家　哲　人
福島県 ㈱クレハ環境 環境営業部長 白　土　晶　浩
東京都 ㈱日立製作所 社会システム営業本部営業第二部長 山　本　英　夫
東京都 ㈱日立製作所 社会システム営業本部営業第二部部長代理 榎　戸　啓　二
東京都 ㈱日立製作所 社会システム営業本部営業第二部課長代理 遠　藤　　　駿
東京都 ㈱日立製作所 社会システム営業本部社会イノ

ベーション戦略部部長代理
平　野　行　伸

東京都 ㈱日立製作所 社会システム本部技術顧問 佐久間　　　勝
東京都 メタウォーター㈱ 営業本部主幹 児　島　憲　治
東京都 メタウォーター㈱ 東京営業部第１グループマネージャー 大　山　秀　峰
東京都 ㈱ＮＪＳ 東部支社東京総合事務所副所長・水道部長 大　嶽　公　康
東京都 ㈱東京設計事務所 代表取締役副社長 片　石　謹　也
東京都 ㈱日水コン 水道事業部長 中　西　新　二
東京都 ㈱石垣 環境機械事業部管理部長 岡　田　博　久
東京都 三機工業㈱環境システム事業部 執行役員環境システム事業部長 松　本　昌　彦
東京都 三機工業㈱環境システム事業部 統括部長 伴　　　秀　夫
東京都 三機工業㈱環境システム事業部 営業１部部長 遠　藤　孝　志
東京都 三機工業㈱環境システム事業部 営業２部部長 儀　間　宏　昭
東京都 月島機械㈱ 代表取締役専務執行役員水環境事業本部長 鷹　取　啓　太
東京都 月島機械㈱ 水環環境事業本部執行役員 細　川　展　宏
東京都 月島機械㈱ 水環境事業本部事業統括部部長 宮　崎　　　朗
東京都 月島機械㈱ 水環境事業本部事業統括部副参事 荒　井　　　健
東京都 月島テクノメンテサービス㈱ 東日本維持管理第二部長 前　嶌　昭　弘
東京都 月島テクノメンテサービス㈱ 取締役専務執行役員 伊　藤　道　夫
東京都 月島テクノメンテサービス㈱ 営業推進部長 今　坂　俊　之
東京都 東京水道サービス㈱ 代表取締役社長 野　田　　　数
東京都 東京水道サービス㈱ 取締役 牧　田　嘉　人
東京都 東京水道サービス㈱ 理事（総務部長兼務） 尾　関　　　元
東京都 TOTO㈱お客様本部 商品技術部東部統括部 岩　田　秀　明
東京都 日本ヴィクトリック㈱ 取締役営業部長 田　中　　　宏
東京都 ㈱明電舎 水インフラシステム事業部営業統括部副部長 戸　田　顕　志
東京都 ㈱明電舎 水インフラシステム事業部営業統括部営業第２課長 平　井　哲　也
東京都 ㈱森田鉄工所 代表取締役社長 森　田　昌　明
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東京都 ㈱森田鉄工所 企画広報室長 江　原　伸　行
東京都 横河ソリューションサービス㈱ 環境システム本部担当部長 花　上　敬　生
東京都 愛知時計電機㈱東京支店 副支店長 寺　嶋　信　記
東京都 愛知時計電機㈱東京支店 理事 吉　村　孝　之
東京都 昱㈱ 顧問 細　矢　重　次
東京都 昱㈱ 東京支店参与 横　山　　　功
東京都 昱㈱ 東京支店支店長 酒　井　達　也
東京都 昱㈱ 東京支店営業部長付 山　内　　　修
東京都 昱㈱ 東京支店営業部長代理 小　川　　　勉
東京都 アルミニウム合金製屋根工法協会 事務局長 吉　竹　功　一
東京都 石垣メンテナンス㈱ 東京支店長代理 川　北　義　彰
東京都 石垣メンテナンス㈱ 顧問 菅　谷　謙　三
東京都 荏原実業㈱ 環境システム首都圏・西日本本部執行役員本部長 川　村　幸　男
東京都 荏原商事㈱ 事業統括部長 手　島　昭　夫
東京都 塩化ビニル管・継手協会 副会長・専務理事 醍　醐　辰　也
東京都 オリジナル設計㈱ 水インフラ本部上水道部事業支援室長 玖津見　将　史
東京都 オリジナル設計㈱ 水インフラ本部上水道部水道課 横　山　啓　子
東京都 給水システム協会 事務局長 上　原　勝　已
東京都 ㈱クボタ東京本社 常務執行役員パイプインフラ事業部長 内　田　睦　雄
東京都 ㈱クボタ東京本社 執行役員パイプシステム事業ユニット長 稲　田　　　均
東京都 ㈱クボタ東京本社 パイプインフラ事業部パイプシステム営業統括 池　田　安　正
東京都 ㈱クボタ東京本社 パイプインフラ事業推進部企画グループ担当課長 角　田　恵美子
東京都 ㈱クボタ東京本社 パイプインフラ事業推進部企画グループ担当課長 中　村　保　重
東京都 クボタ環境サービス㈱ O&M本部O&M統括部技術課顧問 増　田　武　司
東京都 ㈱クボタケミックス マーケティング部第二Ｇ長 斉　藤　行　彦
東京都 ㈱クボタケミックス マーケティング部第二Ｇ課長 石　田　健太郎
東京都 国際航業㈱ フェロー 杉　山　清　昭
東京都 国際航業㈱ インフラマネジメント事業部企画部 野　口　順　史
東京都 ㈱古島 取締役社長 松　坂　勇　也
東京都 コスモ工機㈱ 常務取締役営業部長 佐　藤　勝　志
東京都 コスモ工機㈱ 営業部執行役員業務部長 今　野　　　続
東京都 コスモ工機㈱ 営業部副部長 名　倉　一　郎
東京都 三協工業㈱ 取締役 渡　邊　達　哉
東京都 三協工業㈱ 本社営業部長 桑　原　直　人
東京都 三協工業㈱ 本社環境営業グループ課長 柳　　　賢　次
東京都 ㈱ジャパンウォーター 取締役 岩　崎　克　己
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東京都 ㈱神鋼環境ソリューション 水環境技術本部顧問 三　島　和　男
東京都 ㈱水機テクノス 事業管理部長 穂　坂　　　靖
東京都 ㈱水機テクノス 関東支店長 水　口　博　史
東京都 水道バルブ工業会 専務理事 矢　倉　章　博
東京都 水道バルブ工業会 事務局長 福　田　裕　司
東京都 水道用鉄蓋工業会 運営副委員長 龍　　　　　誠
東京都 住友重機械エン

バイロメント㈱
水処理統括部営業企画部長 寺　島　　　力

東京都 積水化学工業㈱ 管材事業部長 中　村　智　也
東京都 積水化学工業㈱ 西日本支店中国設備システム営業所部長 峯　川　　　操
東京都 積水化学工業㈱ 西日本支店近畿設備システム営業所部長 島　口　昌　男
東京都 全国管工事業協

同組合連合会
専務理事 粕　谷　明　博

東京都 （公社）全国上下水道
コンサルタント協会

常務理事 萩　原　　　壽

東京都 第一環境㈱ 代表取締役社長 岡　地　雄　一
東京都 ㈱第一テクノ 東京支店副部長 西　尾　光　平
東京都 ㈱第一テクノ 東京支店顧問 篠　原　義　彰
東京都 太三機工㈱ 取締役第一営業部長 鈴　木　昭　雄
東京都 太三機工㈱ 執行役員第二営業部長 樋　口　真　一
東京都 ㈱テクノフレックス 東京営業所課長 紙　谷　知　宏
東京都 ㈱テクノフレックス 東京営業所係長 金　城　大　介
東京都 テスコ㈱ 環境事業部業務部主任 前　田　亜　希
東京都 東亜グラウト工業㈱ 管路グループ技術開発室 田　熊　　　章
東京都 東レ㈱ 水処理事業部門参事 房　岡　良　成
東京都 東レ㈱ 水処理事業部門主幹 豊　原　大　樹
東京都 ㈱トミス 東京営業所長 伊　達　邦　宏
東京都 西川計測㈱ 取締役公共営業本部長 須　田　　　真
東京都 西川計測㈱ 公共営業本部営業部長 松　尾　晃　也
東京都 日建総業㈱ 環境プラントソリューション事業部主任 菊　地　　　亮
東京都 日鉄パイプライン＆

エンジニアリング㈱
水道部顧問 鈴　木　　　顯

東京都 日鉄パイプライン＆
エンジニアリング㈱

水道部営業室長 中　西　太　志

東京都 日鉄パイプライン＆
エンジニアリング㈱

水道部営業室マネジャー 荒　川　　　崇

東京都 ㈱日邦バルブ 営業本部東京支店顧問 安　田　一　章
東京都 ㈱日邦バルブ 営業本部東京支店顧問 大　田　芳　久
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東京都 日本電気㈱ 公共・社会システム営業本部シニアマネージャー 市　川　隆　之
東京都 日本電気㈱ 公共・社会システム営業本部エキスパート 内　田　昌　志
東京都 日本水工設計㈱ 東京支社水道部部長 西　　　宏志郎
東京都 （一社）日本水道運営管理協会 運営委員長 與三本　　　毅
東京都 日本水道鋼管協会 専務理事 佐々木　史　朗
東京都 ㈱日本水道設計社 代表取締役 小　林　信　五
東京都 ㈱日本水道設計社 総務統括理事 三　木　嘉　広
東京都 日本ダクタイル

異形管工業会
専務理事 瀧　澤　俊　介

東京都 （一社）日本ダク
タイル鉄管協会

本部東京事務局長 吉　田　哲　夫

東京都 日本ポリエチレン
パイプシステム協会

事務局長 藤　井　嘉　人

東京都 配水用ポリエチレン
パイプシステム協会

事務局長 白　澤　　　洋

東京都 ㈱パスコ 中央事業部副事業部長 木　村　一　夫
東京都 ㈱ＰＵＣ 取締役 金　子　玲　賢
東京都 ㈱日立インダスト

リアルプロダクツ
公共営業本部長 相　田　信　一

東京都 ㈱日立インダスト
リアルプロダクツ

公共営業本部１部部長 有　野　芳　弘

東京都 ㈱日立インダスト
リアルプロダクツ

公共営業本部シニアマーケテイングマネジャー 新　田　　　隆

東京都 日之出水道機器㈱ 広報部長 竹　中　史　朗
東京都 冨士機材㈱ 土木営業統括部長 堀　越　眞　二
東京都 フジ地中情報㈱ 代表取締役社長 深　澤　　　貴
東京都 フジ地中情報㈱ 専務取締役事業推進本部長 平　田　雅　浩
東京都 フジ地中情報㈱ 顧問 田　村　典　行
東京都 フジテコム㈱ 代表取締役社長 森　山　慎　一
東京都 フジテコム㈱ テクニカルフェロー 有　吉　寛　記
東京都 フジテコム㈱ 東京支店長 山　本　裕　司
東京都 ㈱フソウ 水環境事業本部長 二　川　智　行
東京都 ㈱フソウ 水環境事業本部課長 吉　本　智　啓
東京都 特定非営利活動法人

ポリシリカ鉄協会
事務局 東　　　義　洋

東京都 ㈱堀場アドバンスドテクノ 産学官連携推進室 近　藤　慎　平
東京都 前澤化成工業㈱ 営業企画部課長 坂　田　親　宣
東京都 前澤給装工業㈱ 顧問 長　島　俊　彰
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東京都 （一社）膜分離技術振興協会 膜浄水委員会 鮫　島　正　一
神奈川県 日本原料㈱ 代表取締役社長 齋　藤　安　弘
神奈川県 日本原料㈱ 専務 瀬　田　和　俊
神奈川県 ㈱デック 取締役副社長 川　口　一　成
神奈川県 ㈱デック 営業室課長代理 森　川　知　彦
神奈川県 三菱化工機㈱ 環境営業部主幹 西　村　正　雄
千葉県 サンエス護謨工業㈱ 常務取締役 堀　江　吉　昭
千葉県 ㈱千葉メンテ 常務取締役 森　田　政　治
千葉県 ㈱千葉メンテ 課長代理 小野沢　賢　一
埼玉県 前澤工業㈱ 常務取締役バルブ事業本部長 斉　藤　貴　之
埼玉県 前澤工業㈱ 上席執行役員環境事業本部長 絹　笠　　　淳
埼玉県 前澤工業㈱ 執行役員バルブ事業本部バルブ事業部長 大河原　昭　男
埼玉県 前澤工業㈱ 環境事業本部環境ソリューション事業部官需推進部長 大　澤　裕　志
埼玉県 前澤工業㈱ バルブ事業本部バルブ事業部バルブ営業部長 海　野　隆　輝
埼玉県 前澤工業㈱ 管理本部総務部広報担当課長 田　中　寛　之
埼玉県 日本環境クリアー㈱ 代表取締役 杉　山　英　司
埼玉県 日本環境クリアー㈱ 常務取締役 矢　澤　学　人
埼玉県 日本環境クリアー㈱ 事業推進室室長 近　藤　明　美
埼玉県 ㈱前澤エンジニア

リングサービス
代表取締役社長 田　口　　　繁

埼玉県 ㈱前澤エンジニア
リングサービス

取締役営業統括 齋　藤　　　廣

埼玉県 ㈱前澤エンジニア
リングサービス

取締役営業部長 船　木　邦　則

茨城県 常陸測工㈱ 代表取締役社長 金　田　　　茂
茨城県 常陸測工㈱ 水道・下水道設計課長 照　沼　正　義
愛知県 愛知時計電機㈱ 水道営業推進部長 日比野　宏　文
愛知県 ㈱クロダイト 営業本部長 成　田　龍　雄
愛知県 東海鋼管㈱ 本社営業部常務取締役 都　筑　謙　治
愛知県 東海鋼管㈱ 東京支店長 加　藤　正　宏
愛知県 中日本建設コンサルタント㈱ 東京支社長 平　松　良　文
岐阜県 ㈱安部日鋼工業 取締役事業本部長 松　山　高　広
岐阜県 森松工業㈱ 常務取締役 竹　中　　　稔
岐阜県 森松工業㈱ 関東水道営業部長 滝　　　智　宏
岐阜県 森松工業㈱ 関東水道営業部課長 西　宮　隆　史
岐阜県 森松工業㈱ 関東水道営業部課長 野　村　貴　弘
岐阜県 森松工業㈱ 水道事業部顧問 田　村　　　誠
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長野県 日本クリーンアセス㈱ 企画技術部長 田　代　幸　雄
大阪府 ㈱クボタ 特任顧問 久　保　俊　裕
大阪府 ㈱栗本鐵工所 取締役常務執行役員 屋　地　幹　生
大阪府 ㈱栗本鐵工所 執行役員鉄管事業部長 吉　永　泰　治
大阪府 ㈱栗本鐵工所 鉄管事業部東部営業部長 後　藤　武　志
大阪府 ㈱栗本鐵工所 鉄管事業部西部営業部長 神　田　　　晋
大阪府 大成機工㈱ 取締役会長 矢　野　隆　司
大阪府 大成機工㈱ 代表取締役社長 鈴　木　　　仁
大阪府 大成機工㈱ 常務執行役員 海　道　尚　毅
大阪府 大成機工㈱ 常務執行役員 田　淵　雅　士
大阪府 大成機工㈱ 常務執行役員 木　村　光　男
大阪府 大成機工㈱ 特別顧問 山　中　　　敦
大阪府 芦森工業㈱ パルテム営業部 久　保　哲　也
大阪府 ㈱クボタ工建 営業統括部長 森　永　一晃希
大阪府 クリモトポリマー㈱ 営業本部東部営業部東京営業課 平　野　敏　弘
大阪府 ㈱光明製作所 顧問 中　原　征　洋
大阪府 ㈱三水コンサルタント 取締役東京支社長 押領司　重　昭
大阪府 ㈱三水コンサルタント 水道部長 中　込　　　修
大阪府 ㈱タブチ 取締役営業本部長 橋　本　博　已
大阪府 ㈱タブチ 顧問 SPアドバイザー 安　藤　朝　廣
大阪府 月島機械㈱大阪支社 大阪支社顧問 林　　　良　政
大阪府 ㈱トーケミ ろ過事業部副事業部長 細　川　太　郎
大阪府 ㈱日建技術コンサルタント 環境技術部長 市　島　智　大
大阪府 （一社）日本ダクタイル

鉄管協会関西支部
顧問 片　山　隆　文

大阪府 （一社）日本ダクタイル
鉄管協会関西支部

顧問 牧　　　龍一郎

大阪府 （一社）日本ダクタイル
鉄管協会関西支部

顧問 出　口　勝　德

大阪府 日 本 メ ン テ ナ ス
エンジニヤリング㈱

営業部長 塩　田　真　輔

大阪府 理水化学㈱ 東京支店長 福　森　道　明
大阪府 理水化学㈱ 東京支店営業課長 諏　訪　伸一郎
大阪府 理水化学㈱ 東京支店営業担当課長 佐々井　佐　輔
大阪府 ろ材再資源化促進協会 会長 坂　本　博　志
兵庫県 六菱ゴム㈱ 取締役東京支店長 中　川　真　仁
兵庫県 ㈱管総研 東京支店長 柳　谷　光　彦
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滋賀県 ㈱清水合金製作所 取締役技術本部本部長 川　﨑　幸　一
滋賀県 ㈱清水合金製作所 常任顧問 橋　岡　由　男
広島県 メタウォーター㈱中国営業部 プラントエンジニアリング事業本部シニアアドバイザー 橋　本　勝　司
香川県 ㈱川西水道機器 執行役員営業本部東北・中部統括部長 多　田　欣　治
徳島県 日本漏水調査システム協会 事務局長 稲　毛　秀　樹
福岡県 ㈱北九州ウォーターサービス 専務取締役 戸　島　光　義
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（１）第１号議案

公益社団法人日本水道協会役員の改選について



─ 1 ─

公益社団法人日本水道協会役員（案）
任期：令和元年６月27日～令和３年６月の総会終結の日まで

会長（１名）
　東京都知事

副会長（７名）
　北海道地方支部 札幌市長
　東北地方支部 仙台市長
　関東地方支部 横浜市長
　中部地方支部 新潟市長
　関西地方支部 豊中市長
　中国四国地方支部 岡山市長
　九州地方支部 福岡市長

理事（13名）  （敬称略）
 吉　田　　　永 （特別会員）
東京都公営企業管理者 中　嶋　正　宏 （会長都市）
札幌市水道事業管理者 三　井　一　敏 （副会長都市・地方支部長都市）
仙台市水道事業管理者 板　橋　秀　樹 （副会長都市・地方支部長都市）
横浜市水道事業管理者 山　隈　隆　弘 （副会長都市・地方支部長都市）
名古屋市水道事業管理者 宮　村　喜　明 （地方支部長都市）
新潟市水道事業管理者 佐　藤　隆　司 （副会長都市）
大阪市水道事業管理者 河　谷　幸　生 （地方支部長都市）
豊中市上下水道事業管理者 吉　田　久　芳 （副会長都市）
広島市水道事業管理者 友　広　整　二 （地方支部長都市）
岡山市水道事業管理者 今　川　　　眞 （副会長都市）
福岡市水道事業管理者 清　森　俊　彦 （副会長都市・地方支部長都市）
株式会社クボタ特任顧問 久　保　俊　裕 （賛助会員）
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監事（２名）  （敬称略）
 鈴　木　孝　三 （特別会員） 
 大　谷　幸二郎 （特別会員） 
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（２）第２号議案

公益社団法人日本水道協会運営会議委員の

改選について



─ 3 ─

公益社団法人日本水道協会運営会議委員（案）
任期：令和元年６月27日～令和３年６月の総会終結の日まで

（◎：地方支部長　○：都府県支部長　●：地区協議会区長）

【正会員（78名）】

北海道地方支部（７名） 東北地方支部（９名）

　道央 ◎ 札幌市 　宮城県 ◎ 仙台市

　 〃 ● 千歳市 　　〃 ○ 石巻地方広域水道企業団

　道東 ● 釧路市 　福島県 ○ 郡山市

　 〃 北見市 　　〃 福島市

　道南 ● 室蘭市 　青森県 ○ 青森市

　道西 ● 函館市 　　〃 八戸圏域水道企業団

　道北 ● 旭川市 　山形県 ○ 山形市

　秋田県 ○ 秋田市

　岩手県 ○ 盛岡市

関東地方支部（13名） 中部地方支部（14名）

　東京都 ○ 東京都 　愛知県 ◎ 名古屋市

　神奈川県 ◎ 横浜市 　　〃 ○ 豊橋市

　　 〃 ○ 川崎市 　　〃 愛知県

　　 〃 神奈川県 　　〃 一宮市

　千葉県 ○ 千葉県 　三重県 ○ 津市

　　〃 銚子市 　静岡県 ○ 静岡市

　埼玉県 ○ さいたま市 　　〃 浜松市

　　〃 川口市 　岐阜県 ○ 岐阜市

　群馬県 ○ 前橋市 　福井県 ○ 福井市

　栃木県 ○ 宇都宮市 　石川県 ○ 金沢市

　茨城県 ○ 日立市 　富山県 ○ 富山市

　　〃 水戸市 　長野県 ○ 長野市

　山梨県 ○ 甲府市 　新潟県 ○ 新潟市

　　〃 長岡市
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関西地方支部（10名） 中国四国地方支部（12名）

　大阪府 ◎ 大阪市 　広島県 ◎ 広島市

　　〃 ○ 豊中市 　　〃 ○ 呉市

　　〃 堺市 　　〃 福山市

　京都府 ○ 京都市 　岡山県 ○ 岡山市

　兵庫県 ○ 尼崎市 　　〃 倉敷市

　　〃 阪神水道企業団 　山口県 ○ 下関市

　奈良県 ○ 奈良市 　鳥取県 ○ 鳥取市

　　〃 宇陀市 　島根県 ○ 松江市

　滋賀県 ○ 大津市 　香川県 ○ 香川県広域水道企業団

　和歌山県 ○ 和歌山市 　愛媛県 ○ 松山市

　徳島県 ○ 徳島市

　高知県 ○ 高知市

九州地方支部（12名） 全国地区（１名）

　福岡県 ◎ 福岡市 （東京都 東京都）

　　〃 ○ 北九州市 （京都府 京都市）

　　〃 久留米市 　兵庫県 神戸市

　大分県 ○ 大分市

　　〃 別府市

　長崎県 ○ 長崎市

　　〃 佐世保市

　佐賀県 ○ 佐賀市

　熊本県 ○ 熊本市

　宮崎県 ○ 宮崎市

　鹿児島県 ○ 鹿児島市

　沖縄県 ○ 那覇市

【特別会員（５名）】 （敬　称　略） 【賛助会員（５名）】

桂　島　　　剛 株式会社クボタ

小　山　　　隆 株式会社栗本鐵工所

林　　　秀　樹 大成機工株式会社

増　子　　　敦 メタウォーター株式会社

山　﨑　弘太郎 株式会社NJS
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（３）第３号議案

平成30年度公益社団法人日本水道協会会計

決算の承認について
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（４）報告事項１

令和元年度公益社団法人日本水道協会会計

予算について
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（５）報告事項２

令和２年度水道関係予算の陳情について
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（国会議員宛）
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日本水道協会第94回総会議事録

１．開会式

⑴　開会のことば

○司　会（渋谷国際課長）

ただ今から、日本水道協会第94回総会を開会いたします。

⑵　開会挨拶

○司　会（渋谷国際課長）

初めに、日本水道協会理事長　吉田　永よりご挨拶を申し上げます。

○日本水道協会理事長（吉田　永）

日本水道協会第94回総会の開会にあたりまして、ご挨拶を申し上げます。

本日はご多忙の中、厚生労働省、総務省をはじめ、多くの来賓の方々にご

臨席いただくとともに、多数の会員の皆様のご参加を賜り、厚く御礼申し上

げます。

また、会員の皆様には、平素より、本協会の会務につきまして並々ならぬ

ご協力をいただいておりますこと、重ねて御礼申し上げます。

さて、現在、我が国の水道は、良質な水道水の供給を通じ、国民生活、社

会経済活動の基盤として不可欠な存在となっております。

一方、人口減少社会を迎え、水道事業者はより一層厳しい経営環境に置か

れる中、頻発する自然災害への備え、耐震化を含めた施設の更新や再構築、

技術の継承など、多くの困難な課題に直面しております。

こうした中、昨年12月に「改正水道法」が成立し、諸課題を解決し、水道

を将来に引き継いで行くための新たな法的フレームが示されました。

水道事業者をはじめとする関係者は、法改正の趣旨並びに自らの事業環境

等を踏まえ、基盤強化に向けた取組みを進めていくことが求められます。日
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本水道協会としても、関係者による取組みが円滑に進むよう、しっかりとサ

ポートして参りたいと考えております。

本日は、厚生労働省水道課長の是澤裕二様を講師にお招きし、10月１日に

予定されている本法の施行について、講演を賜ることになっております。

また、近年、地震はもとより豪雨・寒波などあらゆる自然災害が頻発して

おり、今月18日にも、山形県沖を震源とする震度６強を記録する地震が発生

いたしました。

今後も南海トラフ地震をはじめ大規模災害の発生が危惧される中、災害に

強い水道の実現は水道界の重要課題の一つとなっております。

本協会では、強靭な水道システムの構築に資するため、現在、特別調査委

員会を設置し「水道施設耐震工法指針・解説」の改訂を進めるとともに、災

害時における応援体制の更なる強化を目指し、「地震等緊急時対応の手引き」

の改訂にも着手いたしました。

さらには、来月４日の東北地方支部総会をスタートに、各地で地方支部総

会が開催され、また、秋には、各支部総会の集大成として、函館市にて令和

初の全国会議を開催いたします。多くの会員の方々にご参加いただき、水道

界を取り巻く諸課題の解決、並びに連携の一層の強化につなげて参りたいと

考えております。

水道法改正という制度改革が図られ、日本の水道界は、新たな時代への大

きな一歩を踏み出しました。

日本水道協会では、水道界がより一層厳しい環境に置かれるという認識の

もと、これまで長年にわたり培われてきた「会員の連携」という最大の財産

を礎として、新たなステージへのチャレンジを進めて参ります。

会員をはじめ関係各位におかれましては、引き続きのご支援・ご協力をお

願い申し上げます。

結びに、水道界の今後ますますの発展と、本日ご参会の皆様の一層のご活

躍とご健勝を祈念申し上げ、ご挨拶とさせていただきます。

本日は、宜しくお願いいたします。
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○司　会（渋谷国際課長）

吉田理事長より、ご挨拶申し上げました。

⑶　来賓祝辞

○司　会（渋谷国際課長）

続きまして、ご来賓の方々よりご祝辞をいただきたいと存じます。

初めに、厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官にお願いいたしま

す。

○厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長（是澤裕二氏）

厚生労働省水道課長の是澤でございます。生活衛生・食品安全審議官から

祝辞を預かっておりますので、代読をさせていただきます。

祝辞

公益社団法人日本水道協会第94回総会の開催に当たり、一言御挨拶を申し

上げます。

本日お集まりの皆様におかれましては、水道事業の運営を通して我が国の

水道の普及発展、生活環境の改善に大きく貢献されてこられました。これま

での御努力とご尽力に対し、心から敬意を表します。

我が国の水道は、約98％という高い普及率を達成し、国民生活や経済活動

に欠かすことのできない基盤施設として社会に定着する一方で、人口減少社

会の到来に伴う経営環境の悪化、水道施設の老朽化の進行や耐震化の遅れな

ど、様々な問題に直面しています。

こうした中、昨年成立した改正水道法においては、都道府県を推進役とし

た広域連携や、民間の技術力や経営ノウハウを活用できる多様な官民連携を

進め、水道事業の基盤を強化するための計画を定める仕組みが設けられると

ともに、水道事業者に対し、水道施設台帳を作成し、施設の維持及び修繕を

適切に行う義務や、長期的な観点から水道施設の計画的な更新に努める義務

が課せられるなど、水道の基盤強化に向けてより一層の取組を進めることと

しています。厚生労働省としても、10月１日の施行に向け、省令やガイドラ

インの準備を進めており、円滑な施行に万全を期してまいります。
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また、厳しい財政状況の中、令和元年度予算650億円という、近年にない

充実した予算を計上するとともに、広域連携や耐震化を進めるための補助制

度の充実を図りましたので、これを機会に耐震性の低い管路の更新や広域化

等の取組を推進していただきますようお願い申し上げます。特に、昨年各地

で発生した災害等を踏まえて閣議決定された「防災・減災、国土強靭化のた

めの三か年緊急対策」に基づく基幹浄水場の停電・浸水・土砂災害対策につ

いては、より一層の取組をお願いいたします。

今後、改正水道法と予算の両輪により、我が国の水道が抱える様々な課題

に果断に取り組み、安全かつ強靭な水道を次世代に確実に引き継いでいける

よう、皆様におかれましても、引き続きの御支援と御協力をお願いいたします。

結びに、公益社団法人日本水道協会の今後ますますの御発展と本日お集ま

りの皆様方の御健勝と御活躍を心から祈念いたしまして、私の挨拶といたし

ます。

令和元年６月27日

厚生労働省大臣官房

生活衛生・食品安全審議官　宮嵜　雅則

以上でございます。

○司　会（渋谷国際課長）

ありがとうございました。

厚生労働省大臣官房 生活衛生・食品安全審議官のご祝辞を同省医薬・生

活衛生局水道課長の是澤裕二様にご代読いただきました。

次に、総務省自治財政局長にお願いいたします。

○総務省自治財政局公営企業経営室長（本島栄二氏）

総務省公営企業経営室長の本島と申します。自治財政局長の林﨑から祝辞

を預かって参りましたので代読させていただきたいと思います。

祝辞

本日ここに日本水道協会第94回総会の開催にあたり、一言お祝いを申し上

げます。
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はじめに、水道事業の発展のために、日夜、ご尽力いただいております日

本水道協会の関係の皆様方に対し、深く感謝申し上げます。

我が国の水道は、国民生活に必要不可欠なライフラインとして、地域住民

の生命と暮らしを守るという極めて重要な役割を担っております。

しかしながら、今日、水道事業をとりまく経営環境は年々厳しさを増して

おります。老朽化施設の更新や地震等に備えた安全対策などが必要となる一

方、人口減少社会、節水社会の進展により水の需要は減少傾向にあります。

こうした中、皆様方が事業の継続のため、日々、経営改革に取り組まれて

いることに敬意を表するところであります。

私ども総務省としましても、水道事業の持続的な経営の確保に向けた取組

を推進しているところであり、特に今年度からは、「広域化の推進」と「着

実な更新投資の促進」の観点から財政措置の拡充等を行っておりますので、

積極的にご活用いただきたいと考えております。

今後とも、水道事業のさらなる発展のため、必要な取組を進めてまいりた

いますので、皆様方におかれましても、安全で良質な水の安定供給を通じて、

地域住民の福祉の向上に一層のご尽力をお願いいたします。

結びに、日本水道協会の更なるご発展と本日ご列席の皆様のますますのご

活躍を祈年いたしまして、お祝いの御挨拶とさせて頂きます。

令和元年６月27日

総務省自治財政局長　林﨑　理

○司　会（渋谷国際課長）

ありがとうございました。

総務省自治財政局長のご祝辞を、同局公営企業経営室長の本島栄二様にご

代読いただきました。

⑷　来賓紹介

○司　会（渋谷国際課長）

続きまして、ただ今ご挨拶いただきました方々以外で、本日ご臨席の来賓
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をご紹介申し上げます。

なお、恐縮でございますが代表者の方のみのご紹介といたします。

日本工業用水協会企画参事　石田一臣様

全国簡易水道協議会事務局長　若松五常様

水道技術研究センター理事長　大垣慎一郎様

給水工事技術振興財団理事長　眞柄泰基様

日本水道工業団体連合会専務理事　宮﨑正信様

全日本労働組合中央執行委員長　二階堂健男様

全日本自治団体労働組合公営企業局長　石川雄一様

日本水道新聞社代表取締役社長　篠本勝様

水道産業新聞社代表取締役社長　西原一裕様

次に、日本水道協会関係の方々をご紹介します。

はじめに、名誉会員の田中文次様

同じく、堀内厚生様

同じく、神林智博様

続きまして、顧問の川北和德様

同じく、尾﨑勝様

以上をもちまして、開会式を終了いたします。

ご来賓の方々は、会場にお席をご用意しておりますのでご降壇ください。

２．議事

○司　会（渋谷国際課長）

ただ今から会議に入ります。

会議の議長は、日本水道協会定款第21条の定めにより理事長が務めること

となっております。

吉田理事長、よろしくお願いいたします。
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⑴　議長挨拶

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

ただ今ご紹介がありましたとおり、定款第21条の規定によりまして、私理

事長の吉田が本総会の議長を務めさせていただきます。

会議の運営につきましては、皆様方のご協力を得ながら円滑に進めてまい

りたいと存じますので、よろしくお願い申し上げます。

それでは、はじめに本総会への正会員の出席数をご報告いたします。

本日の出席正会員数は149会員。

このほか、委任状の提出により出席とみなされる正会員数は758会員。

以上を合計しますと正会員の出席は907会員となります。

したがいまして、議決権を有する総正会員数 1,339 に対しまして、定款第

22条に定める総会会議定数の３分の１を満たしておりますので総会は成立い

たしました。

次に、本総会の議事録署名人の選任についてでございますが、定款第25条

第２項に議事録の記名押印は議長及び出席した理事のうち２名と定められて

おりますので、私より２名の理事を指名させていただきます。

本日ご出席いただいております、理事の東京都公営企業管理者中嶋様と札

幌市水道事業管理者三井様にお願いいたします。

⑵　第１号議案　公益社団法人日本水道協会役員の改選について

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

それでは、これより会議にはいります。

はじめに、第１号議案「公益社団法人日本水道協会役員の改選」について

上程いたします。

事務局の説明を求めます。

○事務局（大貫総務部長）

総務部長の大貫でございます。

第１号議案　役員改選についてご説明いたします。
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本日現在の役員は、第90回総会で選任され本日の総会までが任期となって

いる関係から、役員の改選をお諮りするものでございます。

任期としては、本協会定款第31条第１項及び第２項に基づき、本日より令

和３年の６月に開催する総会までとなります。

議案書の１項に、新役員案を掲載してございますのでご覧ください。

まず、会長・副会長ですが、全員再任をお願いしたいと存じます。

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

それでは、会長及び副会長の選任につきましてご意見等ございますでしょ

うか。

なお、発言される場合は会場のマイクを利用し、正会員にあっては事業体

名及び氏名を、特別会員にあっては氏名を、また賛助会員にあっては会社名

及び氏名を告げてからご発言頂くようお願いいたします。

いかがでしょうか。

［確　認］

特に無いようですので、会長・副会長については原案のとおり決定するこ

とといたします。

引き続き、理事・監事の選任について事務局の説明を求めます。

なお、理事・監事については事務局が名前を１名ずつ読み上げますので、

ご意見等ある場合はその都度挙手の上ご発言ください。

○事務局（大貫総務部長）

理事は、公益社団法人における組織体制を検討した「定款に関する特別調

査委員会」の報告書に基づき、特別会員から１名、正副会長都市並びに地方

支部長都市の管理者から11名、賛助会員から１名を推薦することとしました。

それでは理事候補者のお名前を読み上げさせていただきます。

特別会員理事  吉田　永　様

正会員理事 東京都公営企業管理者 中嶋正宏　様

 札幌市水道事業管理者 三井一敏　様

 仙台市水道事業管理者 板橋秀樹　様
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 横浜市水道事業管理者 山隈隆弘　様

 名古屋市水道事業管理者 宮村喜明　様

 新潟市水道事業管理者 佐藤隆司　様

 大阪市水道事業管理者 河谷幸生　様

 豊中市上下水道事業管理者 吉田久芳　様

 広島市水道事業管理者 友広整二　様

 岡山市水道事業管理者 今川　眞　様

 福岡市水道事業管理者 清森俊彦　様

賛助会員理事 株式会社クボタ特任顧問 久保俊裕　様

つづきまして、監事候補者のお名前を読み上げさせていただきます。

 鈴木孝三　様

 大谷幸二郎　様

以上で第１号議案「役員の改選」についての説明を終了させていただきます。

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

特にご異議等無いようでしたので、理事・監事につきましても原案のとお

り決定することといたします。

⑶　第２号議案　公益社団法人日本水道協会運営会議委員の改選について

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

次に、第２号議案「公益社団法人日本水道協会運営会議委員の改選」につ

いて上程いたします。

事務局の説明を求めます。

○事務局（大貫総務部長）

第２号議案　運営会議委員の改選についてご説明いたします。

運営会議は、本協会が全国の水道関係者の協議機関として様々な地域・お

立場のご意見を集約し、水道界の重要事項や諸課題について総合的な把握や

効果的な課題解決を可能とするよう設置された会議です。

本日現在の運営会議委員は、本日の総会までが任期となっている関係から
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委員の改選をお諮りするものでございます。

任期としては、本協会定款第31条第１項及び第２項に基づき、本日より令

和３年の６月に開催する総会までお務めいただくこととなります。

議案書の３頁の新委員案をご覧ください。

定款第60条第３項には、正会員の委員は地方支部、都府県支部、地区協議

会のそれぞれから１名以上ずつ総数90名以内、特別会員の委員は６名以内、

賛助会員の委員は５名以内と規定しています。

なお、正会員の委員案に付した丸印は、地方支部長・都府県支部長・地区

協議会区長を示しております。

支部長や協議会区長の他の正会員委員は、各地方支部長からの推薦に基づ

いており、関東地方支部の千葉県香取市に替わり銚子市、岐阜県大垣市に替

わり愛知県一宮市、鳥取県米子市に替わり鳥取市が新たにご参画を頂く以外

は、現在の運営会議委員に、引き続いてご参画をお願いしたいと存じます。

また、特別会員の委員は、安藤氏に替わり桂島剛氏に委員に加わっていた

だき、小山氏、林氏、増子氏、山﨑氏には引き続いてご参画をお願いしたい

と存じます。

賛助会員の委員は、株式会社クボタに引き続いてお願いするとともに、新

たに株式会社栗本鐵工所、大成機工株式会社、メタウォーター株式会社、株

式会社NJS に委員に加わっていただきたく存じます。

なお、委員には、正会員におかれては管理者など水道部局のトップの方、

賛助会員におかれては社長あるいは水道関連事業部のトップの方に就任して

いただきたいと考えております。

以上、原案のとおりご承認賜りますようお願い申し上げまして、私の説明

を終了いたします。

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

本件の説明について、何かご質問、ご意見等ございませんか。

それでは、特にないようですので、原案のとおり決定することとしてご異

議ございませんか。
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〔拍手により賛同を得る〕

それでは、本件について、決定することといたします。

⑷  　第３号議案　平成30年度公益社団法人日本水道協会会計決算の承認

について

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

続いて、第３号議案「平成30年度公益社団法人日本水道協会会計決算の承

認について」上程いたします。

事務局の説明を求めます。

○事務局（大貫総務部長）

第３号議案　平成30年度公益社団法人日本水道協会会計決算について、ご

説明します。

議案書の５頁以降に会計決算書を記載しております。

はじめに、「事業報告書」をご説明します。６頁をご覧ください。

まず、会員の異動状況です。平成30年３月末の会員総数は2,294会員、平

成31年３月末には2,256会員となり、38会員の減となっております。

次に、７頁以降に記載の各事業についてご説明します。

検査事業は、半数以上の検査品種で前年度の検査実績を下回り、概ね検査

数量が対前年度で減となりました。

８頁の認証事業につきましても、給水管類など一部製品の品質確認数量が

前年度より減少いたしました。

８、９頁の審査登録事業では、水道ＧＬＰの認定業務、水道施設管理技士

資格の認定・登録業務を実施いたしました。

出版事業では、水道協会雑誌、水道統計などの出版物を発刊いたしました。

10頁の研修事業では、定例の研修会を実施いたしました。

11頁の受託事業では、水道事業体、国際協力機構から調査業務等を受託い

たしました。

次に、調査研究事業です。全国会議を福岡市で10月に開催し、会員提出問
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題の討議のほか、水道研究発表会を開催いたしました。

運営会議は３回開催し、水道関係予算の要望や会員提出問題の対応につい

て政府や国会議員への陳情を実施しました。

委員会は、常設調査委員会や地震等緊急時対応特別調査委員会、水道施設

耐震工法指針・解説改訂特別調査委員会など、各種の委員会や協議会等を開

催いたしました。

12頁の広報活動では、水道週間ポスターを作成し会員に配付するととも

に、パンフレット「みんなの水道」を作成いたしました。

また、全国地震等緊急時訓練を11月に静岡市で開催し、各地方支部長都市

をはじめとする多くの正会員にご参集いただき、応援訓練を実施しました。

次に、収益事業といたしまして、公益目的事業の財源の充実を図ることを

目的に、日本水道会館の一部を賃貸する「所有不動産の賃貸」事業を実施い

たしました。

その他事業といたしまして、「水道賠償責任保険」事業と13頁の「功績者

表彰」を実施いたしました。

次に、管理部門ですが、第92回総会を６月に第93回総会を全国会議におい

て10月にそれぞれ開催いたしました。

続きまして、14頁の「貸借対照表」に基づき、本協会の財政状態をご説明

します。

まず、「資産の部」についてご説明いたします。

流動資産は、現金預金や本協会出版物の在庫となります刊行物など合わせ

て32億9,620万9,597円となり、前年度に対しまして、約２億300万円の増とな

りました。

固定資産は、退職給付引当資産などの特定資産と土地・建物などのその他

固定資産を合わせて80億5,258万1,736円となり、前年度に対しまして約１億

1,300万円の減となりました。

以上、「資産の部」の合計は、113億4,879万1,333円となり、前年度に対し

まして約9,000万円の増となりました。
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続きまして、「負債の部」です。

流動負債は、平成30年度費用の未払金、賠償責任保険事業における平成31

年度保険料の預り金などです。流動負債の合計は合わせて７億3,618万9,911

円となり、前年度に対しまして約1,300万円の増となりました。

固定負債は、退職給付引当金とリース債務のうち返済期限が１年を超える

分を固定負債に計上いたしまして、合わせて８億538万48円となり、前年度

に対し約1,600万円の増となりました。

以上、「負債の部」の合計は15億4,156万9,959円となり、前年度に対しまし

て約2,900万円の増となっております。

平成30年度末における正味財産の合計額は98億722万1,374円となり、前年

度に対しまして約6,100万円の増となりました。

続きまして、15頁の「貸借対照表内訳表」についてご説明いたします。

この内訳表は、ただいまご説明いたしました「貸借対照表」について、内

閣府所定の様式により、公益目的事業会計、収益事業等会計、法人会計の３

つの会計に区分して記載したものです。

続きまして、16頁の「正味財産増減計算書」に基づき、収益と費用につい

てご説明いたします。

まず、「経常増減の部」の⑴　経常収益です。

特定資産運用益は、特定資産である退職給付引当資産などの預金から生じ

る受取利息となります。決算額は前年度より約100万円増の2,752万327円と

なりました。

受取会費入会金は本部と支部の会費・入会金による収益で、決算額は前年

度から約810万円減の５億1,406万9,034円となりました。

次に、事業収益です。

検査事業から調査研究事業までの７事業につきましては、本部が実施する

事業における収益で、受取会議参加費は、支部が開催する研修会の参加費な

どによる収益ですが、決算額は合計で、21億1,232万1,035円となりました。

事業収益の決算額は、検査事業で検査実績が減少し、約2,500万円の減収
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となったほか、受託事業では前年度に実施した厚生労働省や水道事業体から

の調査業務等の受託がなかったことなどにより、対前年度で約3,600万円の

減収となりました。

次に、雑収益です。

所有不動産の賃貸料収入、水道賠償責任保険の手数料収入など合わせて１

億7,090万3,227円となりました。このうちの「受取負担金」は、支部独自会

員の会費を含んでおり決算額は2,043万1,390円となっております。

以上、経常収益の合計は28億2,481万3,623円となり、前年度に対しまして

約5,100万円の減収となりました。

続いて、（２）経常費用です。

経常費用のうち、事業費は公益目的事業および収益事業等に係る費用であ

り、決算額は26億833万6,238円となり、前年度より約１億900万円の減とな

りました。

それでは、主な科目についてご説明します。

役員報酬から福利厚生費までの人件費は、大部分が本部の人件費です。

会議費には、福岡市で開催した全国会議の開催諸経費や各種の委員会・研

修会などの諸経費、また、支部が開催する協議会や研修会の諸経費を計上し

ています。決算額は、前年度に対しまして約2,000万円減の決算額３億8,076

万3,779円となりました。

次に、17頁の修繕費です。

前年度は、日本水道会館第２期外壁修繕工事費として、事業費で約2,800

万円計上していたのに対し、当年度は大規模な修繕がなかったことから、対

前年度で約2,100万円減の、決算額1,155万6,052円となりました。

印刷製本費は前年度は、水道協会雑誌をはじめ、「水道維持管理指針」な

どの在庫が販売され、対応する印刷原価が費用として計上されていました

が、当年度は、同様の売上げとなった出版物がありませんでした。この結果、

前年度に対しまして、約3,300万円減の7,929万1,497円となりました。

政策推進費は、同科目で支出していた陳情用の要望書作成費用等を会議費
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で支出することとしたため、使用しなくなりました。

続きまして、経常費用のうちの管理費についてご説明いたします。

管理費は、法人の運営管理に係る費用で、主に、総会・理事会などに係る

費用であり、決算額は１億8,694万6,853円となり、前年度より約2,700万円の

減となりました。役員報酬から福利厚生費までの人件費につきましては、本

部の管理部門に係る人件費です。管理費の会議費には、本部の総会や理事会

の開催諸経費、また、各支部が開催した支部総会や役員会の諸経費を計上し

ており、決算額は、5,948万8,789円となっております。

ただ今ご説明いたしました経常収益と経常費用との差額が「評価損益等調

整前当期経常増減額」の欄のとおり、プラス2,953万532円となりました。

また、当年度は、特定資産の公益事業推進基金積立資産として保有してい

た国債を売却したことから、特定資産評価損益等として4,664万6,821円が発

生し、「当期経常増減額」は、7,617万7,353円となりました。

その他経常外増減の発生がないため、「当期一般正味財産増減額」も同額

となり、「一般正味財産期首残高」に加えまして、「一般正味財産期末残高」

は、98億2,235万2,774円となりました。

「一般正味財産期末残高」から「法人税等」を差し引きますと、「正味財

産期末残高」は98億722万1,374円となりました。

続きまして、18頁の「正味財産増減計算書内訳表」です。

この内訳表は、公益認定維持のために必要な財務要件である「収支相償」、

「公益目的事業比率」、「遊休財産の保有制限」を判定する基礎数値を算出す

るためのものです。当年度は経費削減などに努めてきた結果、これらの財務

要件のうち、「遊休財産の保有制限」で、適合判定が不適合となりました。

直ちに公益認定に影響は生じませんが、今後、その解消を図っていくことと

なります。

「遊休財産の保有制限」は、使途の定めのない財産が、経常費用の額を上

回ってはいけないことと定められています。この超過状況の解消は、控除対

象となる資産への積立が一般的ですので、例えば「建物の修繕や更新への備
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え」など、必ず生じることとなる業務への積立を創設することで、超過の状

況を解消したいと考えており、今後、積立計画等を令和元年度中の理事会に

お諮りする予定でございます。

その他の資料といたしまして、｢財務諸表に対する注記｣、｢附属明細書｣、

｢財産目録｣ がございます。それぞれ内閣府所定の様式に基づき作成したも

のです。後ほどご参照ください。

次に、25頁をご覧ください。

本協会では、公益認定の基準である「公益目的事業を行うのに必要な経理

的基礎を有すること」を担保するため、公認会計士の国近宜裕氏と外部監査

契約を締結し、月次監査等の外部監査を受けております。

次に、30頁の「監査報告書」をご覧ください。

本決算につきましては、去る５月31日開催の第79回監事会において、監事

全員出席のもと監査を受けております。

また、６月５日開催の令和元年度第１回理事会におきましても、本決算に

ついてご承認いただいておりますことを申し添えます。

以上で、会計決算の説明を終わります。

何卒ご承認賜わりますよう、よろしくお願い申し上げます。

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

続きまして、監事を代表いたしまして大谷監事より監査報告をお願いいた

します。

○監事代表（大谷幸二郎氏）

日本水道協会監事の大谷でございます。

平成30年度の日本水道協会の決算につきまして、鈴木監事とともに監査を

実施いたしましたので、その結果につきましてご報告いたします。

定款第30条の規定により、日本水道協会の平成30年４月１日から平成31年

３月31日までの平成30年度における会務の執行及び当該事業年度の決算書類

に基づき監査を実施いたしました。

その結果、会務の執行は法令及び定款に従って総会並びに理事会の決議に
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基づいて誠実に行われております。また、決算書類は適正に作成されており、

本協会の収支及び財産の状況を正しく示しているものと認めます。

以上、監査結果についてご報告申し上げます。

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

ありがとうございました。

ただ今の監査報告を含め本件について何かご質問、ご意見等ございません

か。

それでは、特にご意見がないようですので平成30年度決算につきまして、

原案のとおり承認することとしてご異議ございませんか。

〔拍手により賛同を得る〕

それでは、本件について承認することといたします。

⑸　報告事項１　令和元年度公益社団法人日本水道協会会計予算について

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

続きまして、報告事項にはいります。

まず、報告事項１「令和元年度公益社団法人日本水道協会会計予算」につ

いて事務局の説明を求めます。

○事務局（大貫総務部長）

令和元年度公益社団法人日本水道協会会計予算について、お手元の資料に

基づきご説明します。

公益法人認定法の定めにより、事業計画並びに予算につきましては、事業

年度開始前日までに作成し、理事会の決議を経て内閣府へ提出することと

なっております。そのため、令和元年度事業計画並びに予算につきましては、

去る３月27日開催の平成30年度第５回理事会において承認いただき、既に内

閣府へ提出しておりますことをご報告申し上げます。

なお、本資料については、理事会並びに内閣府へ提出した際には、前元号

である平成31年度の事業計画及び予算としておりましたが、今回総会で報告 

するにあたり、新元号の令和に変更しておりますことを申し添えます。
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それでは、「事業計画書」からご説明いたします。１頁をご覧ください。

はじめに、「公益目的事業」です。

検査事業では水道用資機材の基準適合性を確認する第三者検査機関とし

て、良質な水道用資機材を確保できるよう検査業務を実施します。また、水

道用資機材を主体に日本工業規格への適合性を評価する登録認証機関とし

て、安全で良質な製品の安定的な製造・供給のため、ＪＩＳ製品認証業務を

行います。

認証事業では、第三者認証機関として、給水管、給水用具、資機材・薬品

を対象に省令への基準適合について第三者認証業務を実施します。

２頁の審査登録事業では、水質検査に特化した水道ＧＬＰ認定業務、また、

水道関係技術者の技術力を判定する水道施設管理技士資格の認定業務を実施

します。

出版事業では、「水道協会雑誌」をはじめとする定例の刊行物を発刊いた

します。

３頁の研修事業では、水道に関する技術・事務部門の研修会を開催します。

また、国際的見識を持つ人材育成のため、水道事業体の職員を対象に海外

研修も開催します。

受託事業は、厚生労働省等からの調査業務の受託を見込んでおります。

次に、４頁から７頁の調査研究事業です。

全国会議を函館市で開催し、会員提出問題の討議の他、水道研究発表会を

実施します。

運営会議では、水道に関する重要事項の審議の他、水道関係予算の獲得や

会員提出問題の対応のため、政府や国会議員への陳情を実施します。

その他、水道に関する諸問題について審議する各種委員会や国際関係会

議、協議会の開催、水道に関する広報活動、各種相談業務などを実施します。

また、本協会発行図書である水道施設耐震工法指針の改訂に向けて、特別

調査委員会を設置し、審議・検討を進めます。

また、地震等緊急時対応の手引き改訂特別調査委員会において、昨年度実
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施した全国応援訓練で得られた知見や、前回改訂後の災害対応などの教訓を

踏まえて、審議・検討を進めます。

続いて、７頁の「収益事業」および「その他事業」です。

本協会の公益目的事業の財源の充実を図ることを目的に、日本水道会館な

どの一部を賃貸する「所有不動産の賃貸」事業を実施します。

また、水道に起因する事故による損害賠償等のリスクを低減し、水道経営

の安定性を確保するため ｢水道賠償責任保険」事業を実施します。

｢功績者表彰」では、水道関係の功労者を称え、会長表彰を授与し、また、

水道界における多くの課題に対し様々な工夫で克服に取り組む正会員を対象

に水道イノベーション賞を授与いたします。

次に、８頁の「管理部門」です。

本協会の事業報告及び会計決算などについて審議いただくため、定時総会

を６月下旬に東京都内で開催いたします。また、理事会を５回、監事会を１

回開催する予定としております。

次に、「職員計画」として定める職員数は200名とし、各会計における職員

数は表のとおりです。

続いて、この事業計画に基づく令和元年度予算につきましてご説明いたし

ます。

９頁の「正味財産増減予算書」をご覧ください。

こちらは、本部と58の支部を合算したものです。

令和元年度予算は、経常収益が合計で27億8,534万円余、経常費用が合計

で30億8,370万余となり、当期経常増減額はマイナス２億9,835万余を見込ん

でます。さらに、収益事業等に課せられる法人税等を差し引くと、当期一般

正味財産増減額は３億1,465万余の減を見込んでおります。

なお、当期経常増減額における３億1,000万円余のマイナスについてです

が、本部では、検査事業収益をはじめとする各事業収益の落ち込み、特別調

査委員会にかかる会議費や調査費用などにより、法人税等を含めて1億1,000

万円余の赤字を見込んでおります。この他約２億円が支部の計上による分です。
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支部が作成する予算では繰越金約２億円を収益に計上するとともに、収支均衡

予算を編成するため、予備費を費用に計上しています。しかしながら、内閣府

所定の財務諸表では、収益は繰越金を除いて計上されるため、収益が支部計

上分から約２億円減少し、当期の経常増減額でマイナスとなっております。

それでは、収益と費用の主な傾向をご説明いたします。

まず、経常収益は前年度から約4,300万円の減となっております。

事業収益では、検査事業、認証事業において検査・認証実績が毎年度減少

傾向にあります。

続いて、経常費用です。

経常費用は、前年度から約1,900万円の減となっております。費用につい

てですが、特別調査委員会の開催に伴う委員の旅費交通費や調査にかかる委

託費の増、検査事業所の事務室賃借料の値上げやリース物件の更新に伴う賃

借料の増、日本水道会館・川口研修所の設備修繕費の増などがある一方、全

国地震等緊急時訓練の完了に伴う会議費の減などにより、対前年度で減を予

定しております。

11頁は、「正味財産増減予算書内訳表」ですがこの内訳表は「正味財産増

減予算書」を会計別に区分したものです。こちらも内閣府へ提出した計算書

類で、所定の様式に基づき作成したものです。後ほどご参照ください。

次に、13頁の「令和元年度　資金調達及び設備投資の見込みについて」を

ご覧ください。令和元年度は資金調達の予定はなく、設備投資につきまして

は、１億1,000万円を予定しております。日本水道会館の空調換気設備に、経

年劣化に伴う不具合が発生していることから、更新工事を検討しております。

なお、当該工事について、省エネルギー設備の導入に関する国の補助金の

活用や、設計・施工管理の状況により、来年度以降となる場合等は、令和２

年度予算の策定時に理事会にてお諮りする予定です。

以上、令和元年度事業計画及び予算について報告を終了いたします。

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

ただ今の説明につきまして、ご質問等ございませんか。
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それでは、特にないようですので、本件を終了いたします。

⑹　報告事項２　令和２年度水道関係予算の陳情について

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

続いて、報告事項２「令和２年度水道関係予算の陳情」について事務局の

説明を求めます。

○事務局（玉野井調査部長）

調査部長の玉野井でございます。

本総会終了後に実施いたします令和２年度水道関係予算の陳情についてご

説明いたします。

本日の第94回総会には全国から多くの正会員の皆様が出席されるため、地

元選出の国会議員に対し効果的な陳情が行えることから、陳情活動を実施さ

せていただくこととし、皆様方にご協力をお願いしたところです。

今回の陳情には、「令和２年度水道関係予算についての要望書」と陳情を

サポートするＡ３判見開きの資料を用意しております。

まず、水道関係予算についての要望です。こちらは去る６月５日開催の令

和元年度第１回運営会議において承認いただいたものです。

次に、要望内容ですが、要望書の中程の記以下にありますように、

〇持続的かつ安定的な水道施設整備事業に対する財政支援措置の拡充

〇上水道事業にかかる起債融資条件等の改善及び一般会計繰出制度の拡充

と云うことで、水道界の実情を訴え、持続的かつ安定的な財政支援に向け

てお願いすることとしております。

次に、「上水道事業を取り巻く現状と課題」というＡ３判見開きの資料で

す。こちらは、要望書に対応した資料となっておりますので、陳情の際にご

利用いただければと思います。

以上、本日の陳情の説明です。ご協力宜しくお願いいたします。

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

ただ今の説明につきまして、ご質問等ございませんか。
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それでは、特にないようですので、本件を終了いたします。

⑺議長退任挨拶

○議　長（日本水道協会理事長　吉田　永）

以上をもちまして、第94回総会の議事はすべて終了いたしました。

ここで議長退任にあたりまして一言ご挨拶を申し上げます。

本日の議事運営にあたりまして、皆様のご協力により円滑に進めることが

できました。ありがとうございました。

本日はこの後、厚生労働省の是澤水道課長より10月１日に施行が予定され

ております改正水道法について特別講演をいただく予定としており、その後

は来年度政府予算の獲得に向けた陳情活動を予定しております。

本日ご参会の皆様には、引き続き積極的な参画をお願いするとともに、本

協会の諸活動に対する、一層のご協力をお願い申し上げ議長退任の挨拶とさ

せていただきます。

本日は、ありがとうございました。

○司　会（渋谷国際課長）

以上をもちまして、日本水道協会第94回総会を終了いたします。

ただ今から14時55分まで休憩に入ります。休憩後、特別講演を本会場にて

開催いたします。お時間になりましたらご着席くださいますようお願い申し

上げます。

なお、理事会に出席される理事・監事の皆様は、３階理事会会場までご案

内いたしますので、恐れ入りますが会場前方にお集まり下さい。

午後２時30分　終了
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３．特別講演

時　間　　午後３時00分～午後４時00分

テーマ　　改正水道法の施行について

講　師　　厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長　是澤　裕二 氏

４．陳情活動

時　間　　午後４時00分～午後５時30分

場　所　　国会議員会館など
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公益社団法人　日本水道協会
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